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１．はじめに  

 現行の港湾技術基準 1)では、レベル１地震動に対して係留施設は設計地震動に対してすべての部材が損傷し

ないことが前提となっており、既存施設の耐震性の向上には多大な費用が必要である。レベル２地震動に対し

ては要求性能に応じて一部の部材に損傷が認められているが、復旧に時間がかかることが懸念される。また、

民間係留施設においては、老朽化が進展する一方で更新に対する余力が低下しており、比較的安価な工法が必

要とされている。そこで，本研究では，桟橋式係留施設の耐震性向上を容易に実施できる耐震補強・復旧工法

の開発を目的として，制振部材を追設する工法について既報 2)を参考に模型振動台実験により検討を行った。 

２．実験条件 

検討対象とする桟橋構造は、国土技術政策総合研究所資料 No.10013)における桟橋式係留施設の照査用震度

算出方法の設定に用いた断面を参考に、図-1 に示す直杭式桟橋模型を用いて振動台実験を行った。なお、本

検討では制振部材の取り付けによる効果に着目して検討するために護岸の無い断面とするなど簡略化してお

り、相似則を考慮することで 1/25（-10m 水深）を想定している。模型の詳細として、上部工は鉄製の板（幅

600mm, 奥行 900mm, 板厚 6mm）であり、基礎杭模型はアルミ製のパイプ（直径 25mm, 肉厚 1mm）を用いて

いる。制振部材模型は、倉敷化工社製の防振ゴムを用いて、基礎杭の間に傾斜させて設置した。防振ゴムには

軸方向に圧縮・引張のみが作用するようシャフトとリニアブッシュを並行して配置し、基礎杭との接合部では

ヒンジとなるようユニバーサルジョイントを取り付けている。また、制振部材の挙動を計測するために渦電流

式変位計とロードセルを設置した。なお、比較のために制振部材のない条件の現況断面も作成しており、同時

に加振を行っている。模型地盤は、岐阜硅砂 6 号を幅 4000mm、奥行 1400mm、高さ 1000mm の領域に８層に

分けて気中落下で作成し、制振部材のある断面の相対密度は 85.4%、現況断面は 85.1%だった。本検討では、

制振部材の特徴として、消費エネルギー（防振ゴム５種類）、設置

角度（30 度, 45 度, 60 度）、剛性（防振ゴムの設置個数：1 個, ２個）

を変更して、耐震改良効果を検討した。また、改良効果は入力地震

動の周波数特性の影響を踏まえ，図-2 に示す３種類で検討を行っ

た。なお、入力地震動は、相似則 4)をもとに時間軸を換算している。 

 

図-1 模型実験断面(設置角度 45 度)             図-2 入力地震動３波 

 キーワード 直杭式桟橋，制振部材，模型振動台実験 

 連絡先   〒239-0826 神奈川県横須賀市長瀬 3-1-1 （国研）海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所 

地震防災研究領域 耐震構造研究グループ ＴＥＬ：046-844-5058

0 1 2 3 4 5
-200

-100

0

100

200

A
cc

el
er

at
io

n,
 (

ga
l)

Input wave C (White noise)

Time, (s)

0 5 10 15
-600

-300

0

300

600

Time, (s)A
cc

el
er

at
io

n,
 (

ga
l)

Input wave A

0 5 10 15
-200

-100

0

100

200

A
cc

el
er

at
io

n,
 (

ga
l)

Input wave B

Time, (s)

I-435 令和2年度土木学会全国大会第75回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - I-435 -



 制振部材の応答として、代表的な４ケースを対象に 5Hz

の正弦波を用いて軸変位が±1.0mmを入力した際の応答を図

-3 に示している。対象の防振ゴムは直径２種類（12mm, 

15mm）と材質３種類（CR, 45, 60）が異なっている。基本ケ

ースとしては、KA-15(CR)の防振ゴム１個を設置する黒線、

設置個数を２個とした赤線に対して、防振ゴムの種類を変更

した緑色と青色となっている。図より、KA-15(CR)の防振ゴ

ム２個を設置したケースで同一の変位に対する荷重-変位関

係の面積が最も大きくなっている。 

４．実験結果 

 図-4 に加振実験結果として、入力地震動 A における模型

桟橋上部工の最大応答変位（図-1左右方向の最大変位の平均値）と部材設置角度の関係を示している。なお、

図中には制振部材を設置しない現況ケースにおける最大応答変位を破線で示している。図より、同一の防振ゴ

ム（1 個及び 2 個）を用いた場合は、設置角度が大きいほど最大応答変位が低下する傾向を示し、KA-15(CR)

の防振ゴム２個を設置角度 60 度としたケースで現況の 26.7%と最も低下した。 

図-5 に桟橋全体系としての減衰定数と最大応答変位の検討結果を示す。この減衰定数は、基礎杭の仮想固

定点で計測した入力地震動をもとに様々な減衰で算定した加速度応答スペクトルにおいて、加振中のフーリエ

スペクトル最大値の周期と最大応答加速度の関係から得ている。図より、破線の現況断面模型の減衰に対して、

KA-15(CR)の防振ゴム２個を 60 度で設置したケースで最も大きい減衰を示している。 

以上より、本検討では、直杭式桟橋に制振部材を設置する耐震補強・復旧工法について、制振部材の取付に

よる耐震性への影響の基礎的検討を目的に、制振部材の消費エネルギー、設置角度、剛性による違いを模型振

動台実験における応答から検討した。結果として、本検討の入力地震動では、制振部材の消費エネルギーが大

きく、設置角度が大きいケースで現況断面より変位を低減し、減衰定数も大きいことが分かった。今後は、数

値解析におけるモデル化と再現解析を通じて、実規模での検討に活かしていく予定である。 
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図-4 制振部材の設置角度と最大応答変位        図-5 制振部材の減衰定数と最大応答変位 
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図-3 防振ゴムを用いた制振部材模型の応答 
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